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公立大学法人愛媛県立医療技術大学 中期計画 

 

第１ 中期計画の期間 

 令和４年４月１日から令和10年３月31日までの６年間 

 

 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措

置  

 １ 教育       

 （１）目指すべき教育の方向 

   ア 学部（専攻科含む。） 

    ① 教育理念・目標と教育課程の連関に関する教育実施、シラバスの内

容充実や提示方法を改善する。 

② オンライン教育の基本方針及びガイドラインを策定するとともに、

学生のオンライン教育環境を順次整備する。 

 ③ アクティブ・ラーニング（注１）等による自己教育力の向上、ｅラーニ

ングの活用を拡充する。 

      ④ 技術教育の強化、ＶＲ教材等を活用する教育方法の検討、少人数教

育を実施する。 

⑤ 臨床実習でなければ学べない教育内容の明確化及び実習方法の改善、

臨地実習施設との教育方法の連携を図る。 

    ⑥ 国際交流教育の充実によりグローバルな視点涵養の成果向上を図る。 

    ⑦ 学生による授業評価システムの改善を行う。 
（注１）アクティブ・ラーニング…教員による一方向の講義形式ではなく、学修者の能動的な

学修への参加を取り入れた学修法 

 

   イ 大学院 

    ① リーダー的役割を果たすための資質向上を図る教育内容の改善を行

う。 

② 関係職種間の相互理解の強化と協働活動できる力を育成する。  

③ わかりやすい説明ができる論理的思考力の強化方法の充実を図る。 

④ 保健医療に関する多角的な見識を育成する。 

⑤ 研究の推進による現象の解明と問題解決能力の獲得に向けた教育

の充実を図る。 

 

 （２）教育課程（カリキュラム）の充実・強化 

   ア 学部 

       ① カリキュラム（看護：令和２年度改正。臨床：令和４年度改正）内

容の評価と課題の明確化及び改善案を策定する。 

② カリキュラムに関わる組織体制の明確化と効果的連携方策を確立す

る。 

       ③ 学生に対するカリキュラム編成の意義や意図を周知する。 
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   イ 大学院 

① カリキュラム（令和３年度改正）内容の評価と課題の明確化及び改

善案を策定する。 

② 学生に対するカリキュラム編成の意義や意図を周知する。 

③ 研究指導計画の明確化と指導方法の改善案を策定する。 

④ 修了後の研究成果公表に向けた在学中からの支援計画の充実を図

る。 

⑤ 修了生の活動状況調査を実施する。 

 

【数値目標】 

〇国家試験 看護師・保健師・助産師・臨床検査技師の合格率  100％ 

〇学生の授業評価  ５段階評価で各項目４以上  

〇大学院修了後２年以内の研究成果学会発表者数（発表者数／修了者数） 

80％以上  

 

 （３）教育・学修環境の整備・充実 

   ① 良好な学修環境を維持・確保するため、講義室等の施設設備を計画的

に整備・充実させるとともにアクティブラーニングスペースの拡充を図

る。 

② ＩＴ環境の整備とデジタルコンテンツを活用した教育の推進を図る。 

   ③ デジタル専門図書について、利用者の要望を踏まえて導入を図る。 

④ 教員のデジタルリテラシー（注２）等向上のための方法を策定する。 
（注２）デジタルリテラシー…デジタル情報や通信を教育に生かすための技術 

 

 （４）学生の受入れ 

① アドミッションポリシー（入学者受入方針）に基づき、適切な入試方

法を選択し、公正に運営する。  

② 入試制度の見直しや受験動向を踏まえて、選抜方法を点検・評価し、

県内をはじめ多様な学生の確保を図る。 

③ 受験生確保につなげるため、大学の教育研究活動や入試情報について、

積極的に広報活動に努めるとともに、出張講義などの県内の高等学校等

との連携活動を強化し、本学の求める学生像と教育内容の浸透を図る。 

④ 大学院の受験者を確保するため、県内保健医療機関等や卒業生・在学

生に対し、大学院における学修内容に関する情報発信を積極的に行うと

ともに、社会人学生等の状況に合わせた柔軟な履修方法について、その

浸透を図る。 

 

【数値目標】 

〇一般選抜試験前期日程出願倍率  ３倍以上を維持する  

〇オープンキャンパスの参加者数  毎年600名を確保する 
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 ２ 学生支援 

   （修学支援） 

① 学生の主体的学修の促進のための支援や相談体制を維持するとともに、

学修の継続に困難を抱える学生や特別な配慮を要する学生を適切に支

援する。授業料の減免や奨学金等による経済的支援の継続・拡充に努め

る。また、学生がグローバルな視点を養えるよう国際交流推進を支援す

る。 

（生活支援） 

② 学生が心身ともに健やかに、安全、安心で充実した学生生活を送れる

よう支援する。健康管理体制の強化に努めるとともに、必要な学生生活

に関する相談体制を維持する。交通安全対策や犯罪被害対策など、学生

生活の安全面の支援を行う。サークル活動、自治会活動、課外活動、ボ

ランティア活動等、自主的な活動を支援する。 

（就職・進学・卒後支援） 

③ 学生の希望に沿った就職・進学の達成のための相談・支援体制を維持

し、学生のニーズに適した就職セミナーや卒業生との交流等により、就

職・進学に関する情報の充実を図るとともに、きめ細やかな個別指導・

助言体制を強化する。 

県内出身学生の確保や県内就職率の向上を図るため、愛媛県、県内の

高等学校及び関係医療機関などと密接に連携し、本学や県内医療機関の

魅力の紹介に引き続き努め、県内就職促進事業の拡充を図る。 

また、県外に出た卒業生等の愛媛県へのＵターン支援に取り組む。 

 

【数値目標】 

○就職決定率（就職者数／就職希望者数）  100％ 

○県内就職率（県内就職者数／就職者数） 

  毎年度50％を確保し、最終年度（R9年度）までに60％を目指す 

  ※学部（専攻科を含む）卒業生を対象 

 

 

 ３ 研究 

 （１）研究水準の向上と成果の還元 

   ① 保健医療福祉分野の国際的な動向を視野に入れ、各専門領域で独創的・

先駆的研究に取り組み、国内外の学会での学術的交流や学術雑誌への積

極的公表を推進する。  

② 研究の成果を大学ホームページや広報誌、公開講座等において積極的

に発信するとともに活用の促進を図る。 

 

【数値目標】 

○国内外の学会発表数（６年間） 500 件 

○和文・英文の論文掲載数（６年間） 300件 
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 （２）研究活動の活性化・適正化 

   ① 研究活動の活性化に向けた学内研究費の確保と科学研究費補助金をは

じめとする外部資金の獲得を図る。 

 ② 保健医療福祉の向上に資するため、地域や他大学等との共同研究や学

問領域を越えた学際的研究を積極的に推進する。 

    ③ 適正な研究活動を継続して行うため、研究倫理審査の迅速化に向けた

システムの構築を図る。 

 

【数値目標】 

〇文部科学省・日本学術振興会の科学研究費補助金等について 

  教員の申請率  80％以上  ※申請有資格者対象かつ代表者として 

  採択件数    新規・継続合せて６年間で60件  

 

 

 ４ 社会貢献 

 （１）県内保健医療福祉職への支援 

   ① 地域における保健医療福祉分野の課題解決に向け、地域交流センター

が中心となって県内関係機関の連携を強化するための機会を確保し、多

職種間で交流する機会を増やす。 

② 県内の保健医療福祉関係職者が、個々のキャリアを開発する機会を

確保すると共に、その内容の充実を図る。 

 

 （２）地域住民との交流と支援 

① 地域に開かれた大学を目指し、学生を中心に、大学教職員と地域住

民と交流する機会を増やす。 

② 地域住民に対し、健康増進に向けて大学の施設・設備が使用できるこ

とを広報し、活用を促進する。 

③ 地域住民の健康づくりに資するため、本学の研究成果を発信する特別

講演や、大学における教育活動の一部を地域住民や学生保護者、卒業生

にも公開し、参加を推奨すると共に、図書館等の施設利用を推進する。 

 

【数値目標】 

○県内保健医療職の研修会への講師派遣  年間160件以上 

○公開講座、出張講座等の開催回数    年間 12回以上 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 運営体制 

 （１）理事長を中心とする組織体制の強化 

① 理事長のリーダーシップ発揮のため、理事会等の法人組織において、

透明性確保、経営効率化及び教育研究の活性化を進めるとともに、大学
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運営組織について、多様化する課題への迅速な対応に向けて、学長の補

佐体制の強化や各種委員会等の再編などの見直しを図る。 

② 理事長を中心とした大学マネジメント機能充実のため、本学版のガバ

ナンスコード（注 3）及び内部統制システム（注 4）について、規程の整備と継

続的な運用体制の構築を進める。 
（注３）大学組織及び運営方法等に関する指針 

（注４）関係法令に適合した職務執行、適正な業務執行を確保する体制のことで次の４項目を

目的とする。 

（1）業務の有効性・効率性の追求 

（2）コンプライアンスの確保  

（3）財務報告等の信頼性の確保 

（4）資産の保全・活用 

 

 （２）開かれた大学づくり 

   学外の有識者や専門家を理事や委員に登用し、外部の意見・提案を取り入

れるとともに、学生等の学内の声を積極的に反映し、開かれた大学づくりを

進める。 

 

（３）地域や社会に貢献する大学づくり 

① 地域に貢献する大学をアピールするため、県内の自治体、大学、高等

学校等との間で、情報交換や協働事業の実施等を展開するとともに連携

協定の締結について前向きに取り組み、これらの成果を積極的に発信す

る。  

② 学生や教職員にＳＤＧs（注 5）の理念を周知・啓発するとともに、大学な

らではの行動計画を策定して社会貢献活動の実践につなげ、活動成果を

公表する。 

③ 大規模災害や感染症パンデミックにおける緊急支援のほか、県民が抱

える様々な課題について、行政、関係団体、ＮＰＯ法人等と連携してニ

ーズの把握に努め、大学の有する人的・物的資源を活用した幅広い地域

貢献活動を実践する。 
（注５）ＳＤＧs･･･持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals） 

 

 

 ２ 教育研究組織 

デジタル化・ＩＣＴ活用などの教育研究・学修を取り巻く様々な環境変化

に対応するため、教育研究審議会の外部委員を積極的に活用し、時代に則し

た効果的・効率的な教育研究活動を進める。 

 

 

 ３ 人事 

  ① 教職員の人事考課・業績評価制度を拡充して、公平性・客観性を担保し

ながら、任用や給与に弾力的に反映することにより、教職員の勤務意欲の

向上と能力の高い人材の採用を図る。 

 ② プロパー事務職員について、社会人経験者を含めた計画的な採用を進め
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るとともに、人材育成方針を策定して、研修等により大学事務の専門職と

してのスキルアップを図る。  

③ 教職員数について、少子化等の社会構造の変化に則した適正な定員管理

に留意するとともに、クロスアポイントメント（注 6）等の学外との連携によ

る新たな人材活用制度の導入可能性を検討し、柔軟かつ効率的に大学運営

を維持する。 
（注６）クロスアポイントメント･･･教員（研究者）が複数の大学に雇用され、決められた勤務割合

に応じて、それぞれの大学で業務を行うもの。給与や社会保険料については、勤務割合に応じて、

それぞれの大学が負担する。 

 

 

 ４ 大学運営業務 

  ① 業務内容を見える化して、無駄な業務の廃止や業務プロセスの簡素化な

どの見直しを実施し、大学運営業務の効率化を進めるとともに、働き方改

革を実現するため指針を策定し、長時間労働の是正を図る。 

 ② 大学運営業務のペーパーレス化を推進するとともに、ＩＣＴ・ＡＩ技術

を活用した業務の自動化や作業時間の短縮などに関して、費用対効果を勘

案しながら、デジタル化について計画的に取り組む。 

③ 大学運営業務改革と並行して、教員と事務職員の間の協働や役割分担な

どの在り方を見直し、連携を強化するとともに、教員の教育研究活動以外

の業務負担を軽減する。 

 

【数値目標】 

○事務局職員の超過勤務時間（H30～R2年度の一人当たりの月平均超過勤務時間を

基準とする）               最終年度までに25％縮減  

○紙の購入量（R2 年度実績を基準とする）  最終年度までに 50％削減  

 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 外部資金及び自己収入の確保 

 ① 教員の外部研究資金の獲得を支援するため、事務局で各種助成金の公募

情報の提供や申請手続等の支援を行い、間接経費を適正に管理・執行する

とともに、各教員の獲得状況に応じて、教員業績評価等に反映させる。 

【数値目標】 

〇文部科学省・日本学術振興会の科学研究費補助金等について（再掲） 

  教員の申請率  80％以上  ※申請有資格者対象かつ代表者として 

  採択件数    新規・継続合せて６年間で60件  

 

 ② ＥＰＵ愛顔基金の確保と活用について、目的型基金制度を検討するなど

効果的な基金運営を進めるとともに、関係者への情報発信を強化する。ま

た、経営的視点から、収益性も踏まえた資産の有効活用などにより、自己

収入の継続的な確保を図る。 
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 ２ 予算や資産の効率的、効果的な運用 

教職員のコスト意識の醸成を図るとともに、大学の管理運営における契約

方法及び維持管理経費の見直し等を行い、経費の節減を図る。 

 

 

第５ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

 １ 自己点検・評価の実施 

 ① 内部質保証システム（注７）の全学的な基本方針と手続きの明確化を図り、

組織的・恒常的なシステム運用を推進する。大学法人評価や大学認証評価

等の外部評価結果を踏まえ、内部質保証システムの適切性を検証する。 

② 学部、研究科、各委員会等は各々の役割に応じた自己点検評価を定期的

に実施して、ＰＤＣＡサイクルにより教育研究及び業務の改善・向上に努 

めるとともに、その成果を学内外に積極的に公表する。 
（注７）内部質保証システム･･･大学自らが、自らの責任で大学の諸活動についての点検・評価を行い、

その結果をもとに改革・改善に努め、それを通じて、大学の質を自ら保証することのできる仕組み

のこと 

 

 ２ 情報公開及び情報発信 

① 大学の特徴ある教育研究活動や社会貢献等の取組み等について、マスコ

ミへの情報提供、ホームページ、広報誌等を通じて積極的に情報を発信し、

大学への理解促進とイメージアップを図る。 

② 大学ホームページのコンテンツの充実やＳＮＳ等を活用した新たな情報

発信方策について検討し、学生の確保に向けて広報活動を戦略的に展開す

る。 

 

 

第６ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 施設設備の整備、活用等 

① 老朽化した機能を良好に維持するため、長寿命化計画に基づく計画的な

施設設備の整備・修繕を行う。  

② 施設設備の整備について、安全維持や障がい者利用の観点のほか、教育

研究機能、地域貢献活動における必要性を十分に検討し優先順位を見極め

たうえで計画的に実施する。 

 

 ２ 危機管理・人権 

① 新興・再興感染症対策に対応した安全衛生管理・感染防止体制を継続す

るとともに、大規模災害等を想定した防災設備・備品の計画的整備や訓練

の実施等、危機管理体制の拡充を図る。 

  また、ＩＴ環境の変化に対応した情報管理を徹底する。 

② 各種ハラスメント防止や人権意識向上のための体制整備を進めるととも

に、学生及び教職員を対象とした意識啓発活動や研修を継続的に実施する。 
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第７ 予算、収支計画及び資金計画 

 １ 予算（令和４年度～令和９年度） 

                      （単位:百万円） 

区  分 金  額 

収入 

 運営費交付金収入 

 自己収入 

  入学金及び授業料等収入 

  雑収入 

 受託研究等収入           

 

３，６９７ 

１，６７９ 

１，６５４ 

２５ 

１５ 

計 ５，３９１ 

支出 

 教育研究費 

 人件費 

 管理費 

 受託研究等経費 

 

６１６ 

４，２００ 

５６０ 

１５ 

計 ５，３９１ 

   【考え方】 

    令和３年度の額を基礎として、令和４年度以降の予算額を試算している。金額につ

いては見込みであり、各事業年度の予算額については、予算編成過程において再計算

され決定される。 

   【人件費の見積り】 

   １ 年度以降の人件費の見積りについては、令和３年度の人件費見積額をもとに教員

定数に基づく教職員数を踏まえ、役員の報酬及び職員の給料・諸手当等に相当する

費用を試算したものであり、定期昇給、ベースアップ等は含まない。 

   ２ 愛媛県からの派遣職員を除く職員の退職手当については、公立大学法人愛媛県立

医療技術大学職員退職手当規程（及び公立大学法人愛媛県立医療技術大学役員退職

手当規程）に基づいて支給することとするが、運営費交付金として措置される額に

ついては、各事業年度の予算編成過程において算定される。（上記運営費交付金の

額には含まれていない。） 

   【運営費交付金の算定方法】 

    運営費交付金＝（人件費＋管理費＋教育研究費）－自己収入 

    運営費交付金は、令和３年度予算額を基準として積み上げた額をベースとして、一

定の仮定の下に試算したものであり、各事業年度の運営費交付金については、国立大

学や他の公立大学の状況を参考にしながら、愛媛県の予算編成過程において決定され

る。 

   【その他】 

    中期目標を達成するために必要な業務の進捗状況を踏まえ、施設及び設備の整備や

老朽度合等を勘案した施設及び設備の改修を見込んでいるが、運営費交付金（通常分）

等での対応が困難な経費については、愛媛県と別途協議のうえ、県の予算編成過程に

おいて決定される。 

   ※端数処理のため、計は必ずしも一致しない。 
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 ２ 収支計画（令和４年度～令和９年度） 

                      （単位:百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究費 

   受託研究等経費 

   寄付金経費 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

５，４２５ 

５，４２５ 

４，７７１ 

５５６ 

３ 

１２ 

２４７ 

３，１６９ 

７８４ 

５５４ 

 

 

１００ 

 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学料収益 

  選考料収益 

  受託研究等収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金戻入 

  資産見返寄附金戻入 

  資産見返補助金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時収益 

５，４２５ 

５，４２５ 

３，６８１ 

１，３８６ 

２２９ 

４４ 

１５ 

２５ 

３０ 

３ 

１２ 

純利益 ― 

総利益 ― 

   ※端数処理のため、計は必ずしも一致しない。 
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 ３ 資金計画（令和４年度～令和９年度） 

                      （単位:百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越 

５，３９１ 

５，２９４ 

１６ 

８１ 

― 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学料等による収入 

  受託研究等による収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標期間よりの繰越金 

５，３９１ 

５，３９１ 

３，６９７ 

１，６５４ 

１５ 

２５ 

 

― 

   ※法第40条第４項の規定による積立金のうち、愛媛県知事の承認を受けたものについ

ては、当期中期目標期間の業務の財源として繰り越される。（上記の金額には含ま

れていない。） 

   ※端数処理のため、計は必ずしも一致しない。 

 

 

第８ 短期借入金の限度額 

 １ 短期借入金の限度額 

   １億円（事業年度の年間運営費の概ね１月相当額程度） 

 

 ２ 想定される理由 

   運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費

として借り入れることを想定する。 

 

 

第９ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれ

る財産の処分に関する計画 

   なし 

 

 

第10 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 
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第11 剰余金の使途 

   決算において剰余金が生じた場合は、教育研究の質の向上並びに組織運営

及び施設整備の改善に充てる。 

 

 

第12 県の規則で定める業務運営に関する事項 

 １ 施設及び設備に関する計画 

   中期目標を達成するために必要な業務の進捗状況を踏まえ、施設及び設備

の整備や老朽度合等を勘案した施設及び設備の改修を行う。 

 

 ２ 人事に関する計画 

   第３の３「人事」に記載のとおり 

 

 ３ 法第40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処

分に関する計画 

   前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の質の向上並びに組織運

営及び施設整備の改善に充てる。 

 

 ４ その他法人の業務運営に必要な事項 

   なし 

 

 


